


































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































第7表             第8表 
 
28期生の軌跡 35期生の軌跡
満州国 17 県庁 3 満鉄 9 銀行 1 三井物産系 3 同業組合 1
経済団体 1 メーカー 1 議員 1
製薬 2 販売 1 （不明） 1
自営創業 4 公務 1 伊藤忠 3 貿易 1
《病院　2》 議員 1 物産設立 1
《製紙　1》 教授 1 銀行 1
《市場　1》 公団 1 丸紅 2 食品 1
公務（市長ほか） 2 生協 1 （不明） 1
貿易（ハワイ） 1 病院 1 兼松 3 自営 1
教員 2 満州系・台湾系 5 銀行 4 兼松 1
農業 1 銀行 公務 1 （シンガポール）
倉庫 1 三菱重工系 4 銀行 1 兼松江商 1
満鉄 4 商社 1 三菱重工系 2 江商 1 江商 1
研究者 1 税務 1 岩井 1 製薬創業 1
事務長 1 古河系 2 トヨタ系 1 東棉 2 商工会議所 1
自営 1 食品 1 販売 1
民間銀行 4 公務 1 鉄鋼 5 銀行 1 ほか棉花 1 建設 1
石油 1 商事 1 水電 2 ガス 1
映画 1 貿易（アメリカ） 1 東電 1
台湾日系 1 機械輸出 1 ほかエネルギー 4 ビジネスコンサル 1
ほか民間 9 公務 2 （フィリピン） 税理士 2
メーカー 2 製鉄 1 配電 1
教員 2 住友系 2 住友 2 電気 1 銀行 1
森林連合 1 三菱系 2 三菱 1 横浜正金 2 銀行 1
製紙問屋 1 炭素 1 電気 1
東拓 2 金融 1 汽船 2 海運（ＵＳＡ） 1 メーカー 2 パイロット（万年筆） 1
林業会社 1 公務 1 製菓 1
外務省 インドネシア・中国 1 製糖 1 公務 1 日本水産 1 製氷 1
2 大使館 ビール 1 ビール 1 （海　外） 2 エチオピア 1
入国管理 1 新民会 3 メーカー 3 マレーシア 1
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 第 13 表がその 4 人の例である。うち 2 人は戦前の三井物産で、それぞれ途中で召集を
受け、1 人は東南アジアを軍属として巡る経験をしている。2 人とも三井物産は戦後解体
されたため、1 人は地域の福祉事業の世界を開き、1 人は解体された 1 企業に就業した。



















































































 第 13 表がその 4 人の例である。うち 2 人は戦前の三井物産で、それぞれ途中で召集を
受け、1 人は東南アジアを軍属として巡る経験をしている。2 人とも三井物産は戦後解体
されたため、1 人は地域の福祉事業の世界を開き、1 人は解体された 1 企業に就業した。




















戦 前 戦 後
Ｋ．Ｋ． 古河電工（外国課、実践的経験→上海） 古河電工→欧米、東南アジアのほとんどをカバー
召集→海軍
Ｍ．Ｇ． [　　　　　]（大連→新京） 郷里鹿児島で農業→戸上電機製作所（佐賀）
→日新運輸（神戸）→摩耶港運→新光通運
→同期生の世話で円東化学大阪支店
Ｍ．Ｋ． 三井物産（上海調査課） 三井物産解体により新会社創立（福祉事業、上田市）
召集（北支軍入隊～保定幹部候補生教官 →地域での世話係→市議（５期）→社会福祉協議会長（８年）
→汪兆銘国民政府の顧問・補佐官→副軍総官） →重度心身障害者への対処を行うボランティア経営
Ｍ．Ｙ． 三井物産（香港→広東） 接収されず、独立気運の高いシンガポールへ
召集（久留米第４８連隊）→ビルマ→シンガポール →三井物産佐賀出張所、すぐ三井解体
→スマトラの燃料工廠 →４００余へ→佐賀板紙
 
 
書院生は多くは府県費生として選択され、当時のアジア最大級の国際都市上海での日中
貿易を支えるビジネススクールである書院の教育を受けた。 
当初の卒業生はまだ日本企業の進出もほとんどみられない時期に、根津院長が唱える起
業、自営をめざした卒業生もみられたが、日露戦争後の日本企業やメディアなどの外地へ
の進出の中で、語学にすぐれた卒業生達は順潤に大陸、内地日本で経済界を中心に幅広く
進出した。不況時にも「満州国」が成立し、就職上は幸運であったが、日中関係の緊張が
同時に進行し、その状況下での多様な価値観を抱く卒業生もふえ、職種は幅を広げた。 
しかし、戦時色が濃くなる中で、召集され職場を半ばで離れざるを得ない状況や、学徒
出陣による学業の中断など、書院卒業生には厳しい環境にも遭遇した。 
敗戦による書院卒業生は、とくに外地においては一切の財産や地位を失い、抑留者や留
用者を含め、さまざまな形で帰国した。そのさい、戦後日本経済の復興期、準備期、成長
期の中で、40歳台、50歳台という年齢による就業差もみられたことは、第 28期生と第 35
期生の比較を通して明らかにした。 
しかし、いずれにせよ、書院卒業生達は自らのビジネス教育と外地でのフィールド体験
の蓄積をふまえ、戦後の混乱期においても、自力で、あるいは書院卒業生同士のまとまり
の中で、それぞれの経緯レベルに応じつつ志をもった職種にたどりついたことがうかがわ
れ、第 35期生の例をみても、外地へのパイオニア役も含め、戦後日本の高度経済成長を牽
引したことは明らかであり、それに必ずしも十分な対応が出来なかった第 28 期生も、そ
れに続く高度経済成長期の基盤固めをした点では同一の方向性を有しているとみることが
出来る。 
今回は書院卒業生の就業動向の把握を中心に置いた。日本経済の高度成長との関係は、
状況証拠としては十分確認出来たが、個々の卒業生が経済界や日本社会の中でどのような
活動を通してどのような機能を果たしたかについてはさらなる検討が必要である。また書
院の多くの編入生を受け入れた書院を引き継ぐ形で設立された愛知大学の卒業生としての
軌跡はどうであったかについても興味あるところであり、あわせて今後の課題としたい。 
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